
平成27年6月1日 

SciREX（政策のための科学）シンポジウム 
「博士号取得が魅力あるキャリアとして選択される社会を目指して」 

～博士人材のキャリア追跡データの構築と活用～  

広く産学官にわたり活躍する博士の養成 
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グローバル化社会の大学院教育 
（平成２３年１月 中央教育審議会答申） 

グローバル化や知識基盤社会が進展する中，大学院教育の強化は一刻の猶予も許されない課題 

「１７年大学院答申」で掲げた大学院教育の実質化の一層の強化を基本に， 

  ① 産学官が協力し国内外の多様な社会の要請に的確に応える開かれた体系的な教育の展開 

  ② 社会人や外国人学生を含む多様な学生が将来の見通しを持って切磋琢磨する環境の整備 

に力点を置き，以下の柱に基づき大学院教育を強化することが必要 

２．グローバルに活躍する博士の養成  

 課程を通じ一貫した博士課程教育を確立し， 
グローバルに活躍する高度な人材を養成 

１．学位プログラムとしての大学院教育の確立  

 学位プログラムとして，修得すべき知識・能力を明確にした教育

を通じて，学生の質を保証 

独創的な研究活動を自立して遂

行できる一貫した博士課程教育 

成長を牽引する世界的な大学院

教育拠点（リーディング大学院） 

コースワークから研究指導に

有機的に繋がる体系的教育 

学生の質を保証する組織的

な教育・研究指導体制 

教育情報の公表による大学

院教育の「可視化」 

優れた学生が大学院で学ぶ

環境の整備（経済的支援） 

産業界等との連携の強化と

多様なキャリアパスの確立 

日本人・外国人学生の垣根を越

えた協働教育の推進 
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第２次大学院教育振興施策要綱 

◆基本的な視点 

 グローバル化や知識基盤社会の更なる進展，震災からの復興・再生，新たな社会の創造・成長等を
見据え，大学院教育の実質化に向けた取組を強化することを基本に，国内外の多様な社会への発信
と対話，大学院修了者の活躍の視点を重視し，大学院教育の質の保証・向上のための施策を実施す
る。 

◆具体的な施策 

平成２３年８月５日 
文部科学大臣決定 

中教審答申を踏まえ，文部科学省として早急に取り組むべき重点施策を明示し，体系的かつ集中的に施
策を展開することを目的とし，「第２次大学院教育振興施策要綱」（対象期間：平成23～27年度）を策定 

１．学位プログラムに基づく大学院教育の確立 

２．新たな社会の創造・成長を牽引する博士の養成 

３．社会との対話と連携による教育の充実と，学生が将来への見通しを持てる環境の構築 

４．大学院教育のグローバル化の促進 

５．専門職大学院の質の向上 
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合計
124人

合計
228人

合計
325人

合計
172人

合計
307人

合計
216人

－１２人

＋３１人

＋３９人

＋５１人

＋８人

※理学・工学・農学（韓国、フランスについては、理学・工学・農学の3分野をまとめた数値である。） 
※イギリス：大学及び高等教育カレッジの上級学位取得者数。 
※ドイツは2009年のデータのみ 出典：文部科学省「教育指標の国際比較」（平成２０、２１、２４、２５年版） 

主要国における人口100万人当たりの専攻分野別博士号取得者の推移 
他国において博士号取得者を増加させているのに対し、日本の博士号取得者数は低水準である上、
減少傾向にある。 



各国企業における博士号取得者の状況 
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（出典）日本：科学技術研究調査、アメリカ：NSF,SESTAT、その他の国：OECD 
Science,Technology and R&D Statisticsのデータ より作成 

※アメリカは2008年のデータ 

企業の研究者に占める博士号取得者の割合（2009年） 
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企業の研究者に占める博士号取得者の割合についても、他国に比べ低いのが現状。 
また、米国では多くの大学院修了者が管理職として活躍しているのに対し、日本の企業役員の
うち大学院卒はわずか5.9％という現状。 

○米国の上場企業の管理職等の最終学歴 

○日本の企業役員等の最終学歴（従業員500人以上） 

１．７％ （１,８００人） 中卒・小卒 

２３．６％ （２４,９００
人） 高卒 

７．４％ （７,８００人） 短大・高専、専門学校卒 

６１．４％ （６４,９００
人） 大卒 

５．９％ （６,２００人） 大学院卒 

    出典：日本分：総務省「就業構造状況調査（平成１９年度）」 
       米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際調査

（平成９年）」 
       （主査：小池和夫法政大学教授） 

４０．９％ ３８．０％ ３８．４％ うちMBA取得 

０．０％  ９．８％ ３．０％ 
四年制 
大卒未満 

５６．１％ ４３．５％ ３５．４％ 
四年制 
大学卒 

４３．９％ ４５．６％ ６１．６％ 大学院修了 

 ０．０％  ５．４％ １４．１％ うちPhD取得 

経理部長 営業部長 人事部長 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年度調査[N=884] 

平成18年度調査[N=836] 

平成17年度調査[N=789] 

平成16年度調査[N=898] 

平成15年度調査[N=892] 

平成14年度調査[N=1031] 

平成13年度調査[N=988] 

平成12年度調査[N=1052] 

毎年必ず採用している 

ほぼ毎年採用している 

採用する年もある 

ほとんど採用していない 

全く採用していない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度調査[N=1292] 

過去5年間毎年採用 

過去5年間のうち4回採用 

過去5年間のうち3回採用 

過去5年間のうち2回採用 

過去5年間のうち1回採用 

過去5年間一度も採用せず 
出典：平成19年度民間企業の研究活動に関する調査報告 2009年1月 文部科学省 

科学技術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告」（2012） 

民間企業における博士課程修了者の採用実績 
我が国の民間企業における博士課程修了者（研究開発者）の採用実績は例年低調。 



民間企業が博士課程修了者を研究開発者として採用しない理由 
民間企業が博士課程修了者を採用しない理由としては、「企業内外での教育・訓練によって社
会の研究者の能力を高める方が効果的」「特定分野の専門的知識をもつが、企業ではすぐ活用
できない」という回答が多い。 
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新卒採用の際、製造業が博士課程修了者に対して 
特に重視する基本能力や経験、資質等 

多くの製造業が、博士課程修了者に対して「専門知識・研究内容」や「論理的思考力」だけでなく、
「熱意・意欲」「行動力・実行力」「チームワーク力」を求めている。 

経済同友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」結果（２０１２年度調査）をもとに文部科学省作成 
※１位５点、２位４点、３位３点、４位２点、５位１点として、回答者数で加重した平均点。 
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博士課程教育リーディングプログラムについて 

・アカデミアの研究者養成を主目的と
し、研究指導が個々の研究室中心 

・卒研，入試，修論等で早期に研究
テーマが特定 

・専門分野の細分化が進行 

専門分野の枠を超えた博士課程前期・後期一貫し
たプログラムで、俯瞰力と独創力を備え、広く産学
官にわたりグローバルに活躍するリーダーを養成 

国内外の多様なセクターから 
第一級の教員を結集 

産・学・官の参画による 
国際的・実践的な研究訓練 

専門の枠を超えた 
体系的教育と 

包括的な能力評価 

優秀な学生が切磋琢磨しなが
ら、主体的・独創的に研究 

リーディング大学院 

入試 

博士論文 

研究計画書審査 

大学 
国際
機関 

行政
機関 

企業 
研究
機関 

コースワーク 

研究指導 

分野を超えた研究室ローテーション等 

コースワーク 

基礎的能力の包括的審査 

専門基礎教育 

入試 

研究指導 
修士論文 

博士論文 

研究指導 

講座・ 
研究室 

入試 

従来の博士課程教育 

リーディング大学院において、「熱意・意欲」「行動力・実行力」「チームワーク力」も 
兼ね備えたタフなリーダーとなる「次代の博士」を育成 

専攻分野の選択 
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北海道大学（２） 

秋田大学 
山形大学 

東京大学（９） 
東京工業大学（４） 
お茶の水女子大学 
政策研究大学院大学 

東北大学（２） 

筑波大学（２） 

千葉大学 

東京農工大学 
慶應大学（２） 
早稲田大学（２） 

群馬大学 

山梨大学 
名古屋大学（６） 

豊橋技術科学大学 

金沢大学 

京都大学（５） 
同志社大学 大阪大学（５） 

大阪府立大学 

兵庫県立大学 

滋賀医科大学 

高知県立大学 

広島大学（２） 

九州大学（３） 

熊本大学 

長崎大学 

信州大学 

 平成２３年度～平成25年度に
かけてプログラムを採択 

  （全３３大学62拠点） 
 平成２７年度予算額：１７８億円 
 補助期間：最大７年間 

博士課程教育リーディングプログラムの採択状況 

各プログラムの詳細はこちら（日本学術振興会ウェブページよりリンク） 
                   http://www.jsps.go.jp/j-hakasekatei/saitaku.html 
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